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１．はじめに

　米国のProject Management Institute

（PMI）が発行する Project Management Body 

of Knowledge（PMBOK）ガイドによれば，「プ

ロジェクトとは，独自のプロダクト，サービス，

所産を創造するために実施する，有期性のある

業務」（PMI, 2021 邦訳，p. 4）と定義され，独

自性，有期性，不確実性の三つの特性を有する。

プロジェクトは，毎回異なるマネジャーあるい

はメンバー，異なる環境下で行われるがゆえに

多様なリスクを含み，たとえば工場で大量生産

される製品の製造業務のような，定型的な継続

業務とは対極に位置付けられる。プロジェクト

の典型例には，ビルの建設やシステムの開発プ

ロジェクトがあげられ，建設業やシステム開発

業などのようなプロジェクトを業務の主体とす

る企業は，プロジェクト型企業（英語表記で

Project-Based Company や Project-Oriented 

Company など）と称される（e. g. Koskinen, 

2012; Huemann et al., 2007）。

　プロジェクト型企業において，プロジェク

トを成功に導くためには，計画策定を通じて
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目標を明確化し，参加者同士が情報共有によ

り各々の責任を理解するとともに，結果を評価

しながら計画外事象への対応策を講じなければ

ならない。それと同時に，複数のプロジェクト

を対象として，個々のプロジェクトの承認や統

廃合に関する意思決定，プロジェクト間の資源

配分や知識の共有が必要となる。これらを支援

する組織的な仕組みとして，管理会計領域では

Management Control Systems（MCS） が 議

論されてきた。詳細は後述するが，プロジェク

ト型企業における典型的な MCS として，予算

管理や Balanced Scorecard（BSC）に関する

研究が蓄積されている（e. g. 中村，2013; 小原

他，2004）。

　両利きの経営とは，知の深化（活用）と知

の探索という 2 つの組織能力の両立を目指す

経営を意味し，組織において深化と探索のバ

ランスがとれた状態を右手と左手を自在に動

かせる両利きになぞらえている（O’Reilly and 

Tushman, 2016 邦訳）。もともとは経営学領域

で提唱され研究が蓄積されてきたが，近年では

管理会計領域でも着目され，MCS と関連付け

た研究が進みつつある（e. g. McCarthy and 

Gordon, 2011; Ylinen and Gullkvist, 2014）。

わが国においても，日本原価計算研究学会にお

ける 2023 年度全国大会で「『両利き経営』を

実現するマネジメント・コントロールの要件

―マネジメント・コントロール理論の拡張に

向けて―」が統一論題のテーマとして掲げられ，

日本会計研究会でも「知の活用・探索と管理会

計に関する研究」をテーマとした特別委員会が

設けられた。これらのことからも管理会計領域

における両利きの経営への注目度の高さがみて

とれるだろう。しかしながら，これまでの先行

研究では，プロジェクト型企業を前提とした議

論がほとんどなされていないと推察される。

　そこで，本稿では，先行研究レビューに基づ

きながら，プロジェクト型企業における両利き

の経営を支援する MCS について検討する。そ

の際には，プロジェクトをウォーターフォール

型プロジェクト（以下，ウォーターフォール）

とアジャイル型プロジェクト（以下，アジャイ

ル）に分類しながら考察する。詳細は後述する

が，ウォーターフォールとは，初期段階に大部

分の計画が策定され，プロジェクトの各フェー

ズ（設計，製造，テストなど）を原則的に後戻

りせず滝のように進める方式，アジャイルとは，

プロジェクトの各フェーズが全て含まれた一定

の短期間を反復的に繰り返すことで細かく成果

を出す方式を指す（今仁・中野，2017; 加藤他，

2019）。両者の分類は，近年のプロジェクトマ

ネジメント領域を中心に議論が進んでいる。

　本稿の構成は，次の通りである。第 2 節では，

プロジェクト型企業の MCS に関する先行研究

を取り上げる。第 3 節では，両利きの経営につ

いて説明しながら，両利きの経営と MCS の研

究蓄積について論じる。第 4 節では，ウォーター

フォールとアジャイルの違いについて詳しく述

べた上で，プロジェクト型企業における両利き

の経営を支援する MCS について検討する。第

5 節では，研究の意義と限界に触れ，本稿を閉

じる。

２．プロジェクト型企業のMCS

　MCS とは，「組織成員の心理的状態に影響を

与え，組織の望ましい行動パターンを実現する

ことで，経営目的を達成するために利用されて

いる情報ベースの仕組み」（澤邉・飛田，2009, 

p. 73）と定義され，組織レベルで利用される

概念である（Canonico and Söderlund, 2010）。

MCS の役割を担う典型的な仕組みとして，財

務情報を用いた計画，実行，評価，改善のプロ

セスから成る予算管理がある。中村（2013）は，

プロジェクト型企業の予算管理を支援する技法

と し て Earned Value Management（EVM）1

の有効性を指摘しながら，その発展型について

検討した。具体的には，システム開発業の事例

を用いながら，EVM に固定費と変動費の分解

の視点を取り入れ，変動予算的な運用をするこ

とでより精緻な原因分析が可能になると提案し

ている。齊藤（2016a）は，プラント建設業の

事例研究を通じて，予算管理における予備費の

必要性に触れ，予備費をあらかじめ含めること
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で予算に弾力性が生まれ，想定外事象により差

異が生じるたびに予算を修正することが防がれ

ていると主張した。さらに，齊藤（2016b）は，

文献調査に基づき，予備費と予算スラック2の

類似性を指摘し，不確実性を吸収するための

バッファーとして機能するという予算スラック

の肯定的側面を引き出すために，予算スラック

を明示的かつ関係者の合意の下で組織的に計上

したものが予備費であると結論付けている。

　予算管理に代表される財務的な MCS だけ

でなく，非財務的な MCS として Project and 

Program Balanced Scorecard（PBSC） が 検

討されている。PBSC とは，財務に加えて非

財務（顧客，業務プロセス，学習と成長）の

視点からプロジェクトあるいはプログラム3の

全体最適化を図ることを目的とした MCS であ

る。PBSC から提供される非財務情報を用いる

ことで，プログラムレベルでの全体的計画と

個々のプロジェクトの活動とのつながりをボト

ムのメンバーにわかりやすく伝えることができ

る。PBSC の発展型も検討されており，佐藤・

亀山（2012）は，都市開発プログラムの事例を

用いながら，リスク情報を含めた PBSC を提

案している。提案された PBSC では，従来の

PBSC に加えてリスクマップの作成，プログラ

ムレベルリスク抽出，プロジェクトレベルリス

ク抽出，リスク監視・対策のステップが追加さ

れる。さらに，近年では企業の環境経営や持続

可能な経営を支援するためのサステナビリティ

バランストスコアカード（SBSC）も検討され

つつある（永里，2019）。なお，PBSC の研究

ではないが，MCS から提供される財務情報と

非財務情報の利用者の違いに触れた研究も散見

される。Van der Veeken and Wouters（2002）

は，建設業での事例を通じて，複数のプロジェ

クトを管理している上位のマネジャーが状況監

視や意思決定に際して財務情報を利用する一方

で，現場に接している下位のマネジャーは財務

情報をほとんど使用せずに非財務情報（スコー

プやスケジュールの情報など）を多用すると主

張した。類似した主張は高木（2020）でも示さ

れており，プラント建設業の事例を用いなが

ら，財務情報はマネジャー間でのコミュニケー

ションでは用いられるが，マネジャーと現場メ

ンバー間のコミュニケーションでは非財務情報

が好まれると指摘している。

　MCS の発展的な研究として，Management 

Control Package（MCP）の議論も進みつつ

ある。MCP とは，予算管理や PBSC などは，

単独で機能しているわけではなく，経営理念

や社内規程など他の経営システムと相まって

パッケージとして機能しているという，いわ

ば MCS の拡張的な概念を意味する。代表的な

MCP のフレームワークとして，Simons のフ

レームワークがある
4。このフレームワークで

は，当初に意図した戦略の実現と新たな戦略の

創発を目的として，信条システム，事業倫理境

界システム，診断型コントロールシステム，双

方向型コントロールシステムから構成される

（図表 1）。信条システムとは，経営理念やミッ

ションステートメントなどを用いて，組織の基

盤となる中核的な価値を示し，従業員に組織の

目的や方向性を与えるためのシステムを意味し

ている。上級マネジャーは，文書や口頭により

中核的な価値が浸透する努力をしなければなら

ない。そうすることで組織の文化が醸成され，

従業員が何らかの問題に直面したときに，それ

がどのようなタイプの問題でありどのような解

決策を追求すべきかを自分で判断することを支

援すると同時に，問題が不在であっても自ら進

んで価値創造のための新たな方法を開拓するよ

うに動機づけることができる。事業倫理境界シ

ステムとは，組織の従業員に許容される行動の

領域を描き出し，明確に認識された事業リスク

に基づいて機会探索に制限を与えるシステムで

ある。社内規程，ルール，手順などにより，従

業員の行動領域と機会探索の手順を明確化し，

リスクの顕在化や資源の浪費を防ぐことができ

る。診断型コントロールシステムとは，当初に

意図した戦略や目標を実現するために，業績指

標を用いた計画と実績の比較による差異把握

と改善を促す情報システムを意味する。マネ

ジャーたちは，たとえば予算管理などを診断型

コントロールシステムとして用いることで，計



論　文

4 中京経営研究　第 34 巻　第 1 号（2024. 9）

画の遵守と重大な例外の管理に注力することが

できる。双方向型コントロールシステムとは，

マネジャーが対話により部下の意思決定行動に

規則的かつ個人的に介入するための公式的な情

報システムと定義される。双方向型コントロー

ルシステムにおける会議や打合せの場を通じ

て，戦略面での不確実性や脅威に関する対話が

促進され，対話の過程で組織学習が促されなが

ら新たな戦略の創発へとつながる。なお，組織

によって用いられる双方向型コントロールシス

テムの手段は異なり，ある組織における診断型

コントロールシステムが，別の組織では双方向

型コントロールシステムとして利用される場合

もある（Simons, 1995 邦訳）。

　Simons のフレームワークを用いた経験的研

究 と し て，Canonico and Söderlund（2010）

は，南イタリアで研究開発のマルチプロジェク

トを運営する組織を対象とした事例研究に取り

組み，組織の外部機関への開放性が低い場合に

は診断型コントロールが好まれ，開放性が高く

フラットな組織構造では双方向型コントールシ

ステムが好まれること，さらには双方向型コン

トロールシステムと信条システムが同時に機能

することでプロジェクト間の相互依存的な知

識や資源の共有化が促進されることを示唆し

た。Artto et al.（2011）は，複数のイノベー

ションプロジェクトに取り組む 4 つの企業の事

例から，組織における 4 つのシステムの発展経

路として，診断型コントロールシステムと事業

倫理境界システムの利用から始まり，次第に

双方向型コントロールシステムと信条システ

ムの利用頻度が増すと指摘している。Knardal 

and Pettersen（2015）は，ノルウェーの宗教

的な芸術フェスティバルの開催を取り上げてい

る。相互依存的な複数のプロジェクトから成る

フェスティバルでは，芸術性を発揮するための

創造性と採算性を両立するために，双方向型コ

ントロールシステムと診断型コントロールシス

テムが状況に応じて使い分けられていると考察

した。Sakka et al.（2013）は，カナダにおけ

る郵送質問票調査に基づき，プロジェクトマネ

ジャーの裁量が大きくなると，診断型コント

ロールシステムと双方向型コントロールシステ

ムの使い分けが進み，プロジェクトパフォーマ

ンスが向上することを実証的に示している。た

だし，これらの関係にはプロジェクトの新規性

と不確実性が関わっており，診断型コントロー

ルシステムの利用はプロジェクトの新規性と複

雑性が低い場合にパフォーマンスに貢献し，双

方向型コントロールシステムの利用はプロジェ

クトの新規性と複雑性が高い場合にパフォーマ

ンスに貢献する一方で，低い場合にはコスト

図表 1：Simons のMCPフレームワーク

出典：Simons（1995 邦訳，p. 39）
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ベネフィットが悪くパフォーマンスを低下さ

せると示している。継続研究となる Sakka et 

al.（2016）では，不確実性と多義性5の両方が

高いプロジェクトでは，双方向型コントロール

システムの利用がパフォーマンスに貢献するこ

とを実証的に明らかとした。齊藤他（2023）は，

システム開発業の事例を用いながら，ウォー

ターフォールとアジャイルによる 4 つのシステ

ムの使い分けについて検討している。具体的に

は，ウォーターフォールにおいては診断型コン

トロールシステムと事業倫理境界システムが，

アジャイルにおいては双方向型コントロールシ

ステムと信条システムが中心的に機能すること

を示唆している。

３．両利きの経営とMCS

（1）両利きの経営とは

　 両 利 き の 経 営 に 関 す る 議 論 の 出 発 点 は，

Duncan（1976）であるといわれている。効率

性の向上とイノベーションという対立する事象

を，はじめて両利き（ambidexterity）という

言葉で表現した（在間，2018）。Duncan（1976）

が，時系列的に組織構造を変化させることによ

る両利きの実現を指摘する一方で，同時並列で

の実現を前提としつつ組織学習や組織能力の観

点から両利きの概念を発展させたのが March

（1991）である。具体的には，環境変化のなか

で中長期にわたり成長するためには，知の深化

（exploitation）と知の探索（exploration）の

互いに矛盾する 2 つの組織能力をバランスよく

同時に備えることが求められると論じた。ここ

で深化とは「洗練，選択，生産，効率性，選抜，

実装，遂行」（March, 1991, p. 71）といった用

語，探索とは「調査，変化，リスクテイク，実験，

遊び，柔軟性，発見，革新」（March, 1991, p. 

71）といった用語により特徴づけられる能力を

意味する。また，入山（2019）は，March（1991）

における深化と探索の定義の煩雑さを指摘し

つつ，Levinthal and March（1993）や Lavie 

et al.（2010）を参考とした上で，「新しい知

を求めるのが『探索』，いま持っている知を

そのまま活用するのが『深化』」（入山，2019, 

p. 230）と定めている。さらに，O’Reilly and 

Tushman（2016 邦訳）は，深化においては「予

測可能性，安定性，効率性，バラツキの削減，

コントロール」（O’Reilly and Tushman, 2016 

邦訳，p. 85）が，探索においては「検索，スピー

ド，自治，柔軟性，発見，バラツキのある環境」

（O’Reilly and Tushman, 2016 邦訳，p. 85）が

重要視されると指摘し，探索によって生じるイ

ノベーションの類型をイノベーションストリー

ムというフレームワークを用いて整理した。具

体的には，既存の製品やサービスを新たな市場・

顧客に提供するのが漸進型イノベーション，新

たな製品やサービスを既存市場・顧客に提供す

るのがアーキテクチュアルイノベーション，技

術革新などの大きな変化により新たな製品や

サービスを新たな市場・顧客に提供するのが不

連続型イノベーションと位置付けた（O’Reilly 

and Tushman, 2016 邦訳 ; 加藤他，2022）。な

お，これらのイノベーションの実現に際して，

O’Reilly and Tushman（2016 邦訳）は，既存

組織内における深化と探索を担うユニットの連

携の必要性を論じており，探索を担うユニット

を既存組織からスピンアウトさせることを主張

した Christensen（1997 邦訳）とは異なる考え

を示している。

　両利きの経営の有効性は，多数の事例を通じ

て明らかとされてきた。たとえば，わが国にお

いては，トヨタ自動車，富士フイルム，AGC，

ソニーなどの事例が示されており，変化に対応

しながら持続的な成長を遂げてきたこれらの企

業では，知の探索と深化による両利きの組織能

力が備わっていると指摘されている（O’Reilly 

and Tushman, 2016 邦 訳 ; 加 藤 他，2022; 山

内他，2023）。また，両利きの有効性は統計的

にも実証されており，たとえば，Katila and 

Ahuja（2002）は，産業用ロボット企業 124 社

（米国企業 27 社，欧州企業 19 社，日本企業 78

社）のデータを用いて，探索と深化を同時に

実現している企業ほど革新的な製品を生み出

しやすいことを明らかとした。また，He and 

Wong（2004）は，シンガポールとマレーシア
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のペナン州に位置する製造業 206 社（シンガ

ポール 137 社，マレーシア 69 社）への調査に

基づき，深化的イノベーション戦略と探索的イ

ノベーション戦略の相互作用が売上高成長率と

正の相関があること，および深化的イノベー

ション戦略と探索的イノベーション戦略の不均

衡が売上高成長率と負の相関があることを示し

た。さらに，Lubatkin et al.（2006）は，米国

のニューイングランド州にある中小企業 139 社

のデータを利用しながら，トップマネジメント

チームの行動的統合6が，組織の両利き志向を

促進し，組織業績を向上させることを実証した。

加えて，Cao et al.（2009）は，中国のハイテ

ク産業 122 社への調査を通じて，探索と深化の

緊密なバランス，探索と深化の補完的な結合，

組織業績との関係性を検証している。最後に，

Jansen（2012）は，ヨーロッパに展開する大

規模金融サービス業のオランダ支店 88 店舗と

それらに含まれる 285 部門への調査に基づき，

部門レベルでの両利きの実現による業績への影

響には，部門への権限委譲，資源配分，部門間

の資源の相互依存が関係していることを示唆し

ている。

　しかしながら，このような先行研究により両

利きの経営の有効性が明らかとされているもの

の，全ての企業において必ずしもうまくいくと

は限らない。なぜなら，その実現には困難を伴

うからである。先行研究では，両利きを難しく

する要因として，深化と探索を高める取り組み

は互いに組織における有限の資源を奪い合うと

いうこと，さらには深化と探索はどちらもいず

れかに傾倒するという自己強化の側面を有する

ことが指摘されている（Gupta, et al., 2006）。

ここで深化が自己強化される場合とは，「既存

の競争力の深耕に取り組み，組織学習の結果と

して，特定の能力構築に成功すればするほど，

将来における潜在的な競争力が犠牲にされる」

（山岡，2015, p. 219）という状況を指しており，

組織がこのような状況に陥ることは成功の罠

（success trap）もしくは能力の罠（competency 

trap）と呼称される（Levinthal and March, 

1993; O’Reilly and Tushman, 2016 邦訳）。一

方で，探索が自己強化される場合とは，「失敗

が探索を生み，それが失敗すると再び新たな探

索を行うという悪循環に陥ることである。通常，

新たなアイデアというのは失敗することのほう

が多い。すぐれたアイデアであってもある程度

の経験が蓄積されるまでは利益は多くない。そ

のため，楽観的なバイアスがあり探索に対して

積極的な場合には，既存のアイデアを基に経験

を積むよりも新たな探索に乗り出す。その結果，

再び失敗する」（佐藤，2008, pp. 414-415）と

いう状況を意味しており，組織がこのような状

況に陥ることは失敗の罠（failure trap）と表

現される（Levinthal and March, 1993）。

　では，このような成功の罠（能力の罠）や失

敗の罠に陥らず，両利きの経営を実現するため

にはどうすればよいだろうか。先行研究では，

代表的なアプローチとして構造的両利き，文脈

的両利き，連続的両利きの実現方法があげられ

ている。まず，構造的両利きとは，既存の組織

能力を向上させるための深化を担うユニット

と，新たな組織能力を獲得するための探索を担

うユニットを分け，探索と深化を同時に実現

しようとする考え方である（Birkinshaw and 

Gibson, 2004）。両ユニットでは，直面する環

境やリスクが異なること，投資に対する成果が

実現するまでの時間が異なること，マネジャー

に期待されるリーダーシップのスタイルが異な

ることから，双方に適用する意思決定の基準や

管理方法を区分し，ダブルスタンダードとして

運用することが求められる（山岡，2016）。次に，

文脈的両利きとは，同一ユニットにおいて個々

のマネジャーあるいはメンバーが探索と深化の

活動に同時に取り組むことができるようにする

考え方である。実現するためには，組織成員が

調整指向と適応指向の活動への時間配分ついて

独自の判断を下すことができるような組織コン

テクスト
7を構築する必要がある（Birkinshaw 

and Gibson, 2004）8。最後に，連続的両利きと

は，構造的両利きや文脈的両利きと異なり，深

化と探索を同時に追求するのではなく，深化も

しくは探索を時間軸によって分離し，時系列上

で相互に切り替えるという考え方である。連続
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的両利きは，環境が安定的で長きにわたりゆっ

くりと変化する場合や，深化と探索を転換する

能力と俊敏性を備えやすい小規模のユニットに

おいて有効であると言及されている（Lavie et 

al., 2010; O’Reilly and Tushman, 2013）。なお，

以上が両利きの実現に向けた代表的なアプロー

チであるが，これらの 3 つの方法は相互に排他

的なものというより補完的なものとして捉える

見方が有力となっている（石坂，2014）。

（2）両利きの経営とMCS

　経営学領域において両利きの経営に関する

議論が進む中で，管理会計領域を中心に両利

きの経営を支援するための MCS が検討され

ている。本項では，代表的な先行研究とし

て，国内外の査読付きジャーナルに掲載され

た McCarthy and Gordon（2011），Ylinen 

and Gullkvist（2014），Gschwantner and 

Hiebl（2016），Bedford（2015），Bedford et 

al.（2019），吉田（2015），在間（2018），窪田

他（2022）をレビューする。

　McCarthy and Gordon（2011）では，

Simos のフレームワークを援用しながら，単

一の研究開発組織において両利きの経営の実現

を支援する MCP に関する事例研究に取り組ん

でいる。事例の対象は，治療薬や医療機器など

を開発するためのライフサイエンス研究に取り

組む，カナダ西部の中小規模（従業員 35 人～

284 人）のバイオテクノロジー企業 15 社であ

る。半構造化インタビューに基づく事例研究の

結果，信条システムと双方向型コントロールシ

ステムを併せて利用することで，フィードフォ

ワードコントロールとしての役割が果たされ，

個人あるいは研究開発チームレベルでの探索的

な取り組みが促進される。また，事業倫理境界

システムと診断型コントロールシステムを併せ

て利用することで，フィードバックコントロー

ルの役割が果たされ，個人あるいは研究開発

チームレベルでの深化的な取り組みが促される

ことが示唆された。

　Ylinen and Gullkvist（2014）は，プロジェ

クトが志向するイノベーション特性（探索的・

深化的）の違いを考慮しながら，有機的コント

ロール，機械的コントロール
9，革新性，プロジェ

クトパフォーマンスの関係性を定量的に明らか

とした。分析に用いた 119 件のデータは，フィ

ンランドのプロジェクトマネジメント協会の支

援を受けながら，ハイテク産業を中心とするプ

ロジェクトマネジャーへの質問票調査によって

収集されている。分析の結果，有機的コントロー

ルが，探索的プロジェクトにおいて革新性を通

じてパフォーマンスを向上させること，深化的

プロジェクトにおいて直接的にパフォーマンス

を高めることを明らかとした。また，探索的プ

ロジェクトと深化的プロジェクトの両方におい

て，有機的コントロールと機械的コントロール

の交互作用がパフォーマンスを向上させること

を示した。

　Gschwantner and Hiebl（2016） は， 文 献

レビューに基づき，両利きの経営を支援する

MCP について検討している。MCP にフレー

ムワークには，Malmi and Brown（2008）が

提唱した計画コントロール，サイバネティック

コントロール，報酬と補償によるコントロール，

管理的コントロール，文化によるコントロール

から構成されるフレームワークを援用した。16

本の論文に対する文献レビューの結果，5 つの

コントロールシステムは，環境や使い方，ある

いは組み合わせによって探索と深化のいずれに

も貢献できる可能性があり，どちらかに限定さ

れた議論ではないことを示唆している。その一

方で，高いレベルでの両利きを実現させるため

には，特定のコントロールシステムが，どのよ

うな条件下において探索，深化，あるいはその

両方をより促進するかについて，深く理解する

必要があると問題提起している。

　Bedford（2015）は，Simos のフレームワー

クを援用しながら，探索的・深化的・両利き志

向の企業における 4 つのシステムの働きについ

て実証研究に取り組んでいる。分析に用いた

400 社のデータは，オーストラリア公認会計士

協会のデータベースに登録のトップマネジメン

トに対する質問票調査を通じて収集された。分

析の結果，探索的なイノベーションを志向する
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企業では，双方向型コントロールシステムが業

績向上に寄与し，深化的なイノベーションを志

向する企業では，診断型コントロールシステム

と事業倫理境界システムがそれぞれ独立して業

績向上に貢献する。また，探索的および深化的

なイノベーションによる両利きの経営を志向す

る企業では，診断的コントロールシステムと対

話的コントロールシステムの交互作用によりダ

イナミックテンションを調整することが，業績

向上につながることを統計的に明らかとしてい

る。

　Bedford et al.（2019）は，組織が有する両

利きの能力が両利きのイノベーションを実現す

るに際して，業績評価システムの設計と使用の

属性がどのように介入するかについて定量的な

研究に取り組んでいる。分析には，アイルラン

ドの革新的産業（医療機器，医薬品，情報技術，

半導体企業など）に属する 90 社のデータを用

いた。分析の結果，両利きの能力は，業績評価

システムにおける業績指標のバランス（設計属

性）と業績指標を用いたトップマネジメント

チームの議論（使用属性）を通じて，トップマ

ネジメントチームの認知的な矛盾を生成し，ひ

いては両利きのイノベーションの実現を促進す

ることを明らかとした。すなわち，業績評価シ

ステムが，両利きの能力をイノベーションへと

転換する役割を担っていることを統計的に示し

た。

　吉田他（2015）は，探索，深化，両利きの経

営が，日本的管理会計行動を促進するという仮

説の下で実証研究に取り組んだ。ここで日本的

管理会計行動とは，業績・報酬リンク，オープ

ンブックマネジメント，ゼロディフェクト志向，

計数管理の変数により測定される
10。分析には，

東証一部（現プライム）市場の製造業に対する

質問票によって得られた 130 社のデータを用い

た。分析の結果，探索による業績・報酬リンク

に対する正の影響が確認されたことで，探索と

MCS との関係性が示唆された。また，深化に

よるオープンブックマネジメントと計数管理に

対する正の影響が確認されたことで，深化を志

向する組織ほど意思決定やプロセスコントロー

ルにおいて会計情報を積極的に使用している可

能性が見出された。

　在間（2018）は，文献レビューに基づき，両

利きの経営を実現するための組織要件について

検討するとともに，それらと管理会計システム

に関する分析フレームワークを示した。具体

的には，両利きの経営を支える組織要件とし

て，ダイナミックケイパビリティを有する組織

基盤と，外部環境に応じた組織構造の観点か

ら Reeves et al.（2015）が提唱する 4 つの組織

モードに着目している。ここで 4 つのモードと

は，分離，切り替え，自己最適化，外部エコシ

ステムのモードを指す。先行研究レビューの結

果，今後の研究課題として，各モードにおける

ダイナミックケイパビリティと組織業績との関

係に対して，管理会計システムがどのような影

響を与えるかを検討する必要があり，おそらく

Simons が提唱する 4 つのシステムの使い分け

や同時利用が想定されると論じている。

　窪田他（2022）は，Simos のフレームワー

クを援用しながら，両利き戦略，4 つのシステ

ムの全高パターン，両利き戦略の成果に関する

実証研究に取り組んでいる。ここで全高パター

ンとは，いずれか一つのシステムに偏るのでは

なく，4 つのシステムの全てを重視して利用す

る状況を指す。分析には，質問票調査により得

られた日本企業 202 社のデータを用いた。分析

の結果，両利き戦略と全高パターンの組み合わ

せは全体業績に対してプラスの効果を持つこ

と，全高パターンが両利きイノベーションの実

現を促進すること，両利き戦略だけでは両利き

イノベーションの実現や全体業績を向上させる

ことは難しいことを明らかとした。また，追加

的な発行事項として，両利き戦略のもとでは全

低パターンや診断的コントロールシステムと双

方向型コントロールを強調するパターンが両利

きイノベーションの実現を促すことも示唆され

た。

　以上を俯瞰すると，両利きの経営と MCS に

関する先行研究では，MCS の発展的概念であ

る MCP に関する経験的研究の蓄積が進んで

いると推察される。管理会計領域では，従前
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より効率性と創造性の両立について検討され

てきたが（e. g. Ahrens and Chapman, 2004; 

Jørgensen and Messner, 2009），両利きの経

営に関する文脈では，主として Simons が提

唱するフレームワークを援用しながら，4 つ

のシステムが深化と探索を促進するためにど

のように使い分けられているか，あるいは同

時利用がなされているかなどについて考察

さ れ て い る（Bedford, 2015, McCarthy and 

Gordon, 2011; 在間，2018; 窪田他，2022）。また，

Simons のフレームワークを用いていないもの

の，プロジェクトを対象とした研究もみられる

が（Ylinen and Gullkvist, 2014），ウォーター

フォールとアジャイルを絡めた議論には至って

いないものと思われる。そこで，本研究では，

両者の分類を踏まえた上で，プロジェクト型企

業において両利きの経営を実現するための 4 つ

のシステムについて検討する。そうすることで，

Gschwantner and Hiebl（2016）の問題提起に

対して示唆を与えることを期待したい。

４．プロジェクト型企業における両利

きの経営を支援するMCS

（1）ウォーターフォールとアジャイルの違い

　建設業やシステム開発業のようなプロジェ

クト型企業では，多数のプロジェクトが計画

および実行されている。従来まではその多く

がウォーターフォールであったが，近年ではア

ジャイルが散見される。特にシステム開発業に

おいては，アジャイルマニフェスト11を背景と

して，ウォーターフォールからアジャイルへの

方式変更が推進されている。アジャイルマニ

フェストとは，システム開発の分野における欧

米の著名な 17 人の技術者達によって 2001 年に

発信された，アジャイル推進を目的とする宣言

文であり，現状で約 70 言語に翻訳されている。

ただし，欧米企業に比べると日本企業における

アジャイルの浸透は遅れており（情報処理機構，

2009），今後さらなる拡大が期待される。

　大手システム開発業の富士通社によれば，

ウォーターフォールとアジャイルの違いは，図

表 2 の通りである。ウォーターフォールでは，

図表 2：ウォーターフォールとアジャイルの違い

出典：富士通株式会社12

13

 
出典：富士通株式会社12 

 

なお、先行研究ではアジリティの定義に関する議論が蓄積されている。たとえば、アジ
リティとは「激動するビジネス環境の中で利益を得るために、変化を創造し、変化に対応
する能力」（Highsmith, 2010, p. 13）、「高品質、シンプルさ、経済性、環境を考慮しながら、
変化を迅速に、本質的に、積極的に、反応的に受け入れるための継続的な準備態勢」
（Conboy and Fitzgerald, 2004, p. 39）、「環境の変化、ユーザー要求の変化、プロジェクト納
期の短縮などへの迅速な対応を促進するために、伝統的な開発手法に伴う重苦しさを可能
な限り取り除くこと」（Erickson et al., 2005, p. 89）と定義される。また，Lee and Xia（2010）
は、アジリティをチーム参加者による変化への対応の幅と効率性の観点から測定し、パフ
ォーマンスに対する正の影響を実証的に明らかとした。アジリティに関する様々な定義が
存在するなか、それらを包括する研究として Conforto et al.（2016）は、製造、組織、製品
開発、ソフトウェア開発など多分野の文献に基づき、アジリティを測定する 5 つの変数
（顧客とチームのインタラクションの頻度、成果物の変更頻度、顧客と成果物を共有する
頻度、意思決定に要する時間、計画変更に要する時間）を示すとともに、予備的な統計分
析の結果から 2 つの共通因子（迅速なプロジェクト計画の変更、積極的な顧客の関与）を
抽出した。加えて、「企業が技術・市場変化への対応、ゼロ利潤条件の回避を目的として、
資産の形成・再形成・配置・再配置を行うべく所有している特定の模倣不可能な能力」
（Teece, 2009 邦訳, p. 89）と定義されるダイナミックケイパビリティとアジリティに関連性

 富士通株式会社，アジャイル開発とは（前編），
https://www.fujitsu.com/jp/services/agile/featurestories/about-agile-01.html，2024 年 7 月 26 日最終アク
セス。
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企画，設計，実装，テスト，適用などの工程別

にプロジェクトが進められる。原則として工程

の後戻りはせず，各工程は工程専任の担当者に

より実施される。計画の段階的詳細化を通じて，

できる限り不確実性を低減させながら，計画の

効率的な実現を目指すこととなる。一方で，ア

ジャイルでは，一週間から一か月程度の短い反

復期間（イテレーションやスプリントと呼ばれ

る）にすべての工程を含み，期間ごとに成果を

顧客に引き渡す。機能は，顧客要求の優先度が

高いものから実施され，顧客要求の変更は，プ

ロジェクト終盤であっても認められる（加藤

他，2019）。メンバーのアジリティを高めるた

めには，チーム内のコミュニケーションを活性

化することでタスクや資源の相互依存関係の明

確化，進捗状況の把握，知識の共有を促進す

ることが求められ（Pikkarainen et al., 2008），

アジャイルにおける最も重要な成功要因の一つ

がコミュニケーションであると指摘されている

（Lindvall et al., 2002）。アジャイルではウォー

ターフォールと異なり，不確実性を享受しなが

ら計画の変更を前提とし，変化への柔軟かつ迅

速な対応により新たな価値の創出を目指すこと

となる。

　なお，先行研究ではアジリティの定義に関す

る議論が蓄積されている。たとえば，アジリ

ティとは「激動するビジネス環境の中で利益を

得るために，変化を創造し，変化に対応する能

力」（Highsmith, 2010, p. 13），「高品質，シン

プルさ，経済性，環境を考慮しながら，変化を

迅速に，本質的に，積極的に，反応的に受け入

れるための継続的な準備態勢」（Conboy and 

Fitzgerald, 2004, p. 39），「環境の変化，ユー

ザー要求の変化，プロジェクト納期の短縮など

への迅速な対応を促進するために，伝統的な開

発手法に伴う重苦しさを可能な限り取り除くこ

と」（Erickson et al., 2005, p. 89）と定義される。

また，Lee and Xia（2010）は，アジリティをチー

ム参加者による変化への対応の幅と効率性の観

点から測定し，パフォーマンスに対する正の影

響を実証的に明らかとした。アジリティに関す

る様々な定義が存在するなか，それらを包括す

る研究として Conforto et al.（2016）は，製造，

組織，製品開発，ソフトウェア開発など多分野

の文献に基づき，アジリティを測定する 5 つの

変数（顧客とチームのインタラクションの頻度，

成果物の変更頻度，顧客と成果物を共有する頻

度，意思決定に要する時間，計画変更に要する

時間）を示すとともに，予備的な統計分析の結

果から 2 つの共通因子（迅速なプロジェクト計

画の変更，積極的な顧客の関与）を抽出した。

加えて，「企業が技術・市場変化への対応，ゼ

ロ利潤条件の回避を目的として，資産の形成・

再形成・配置・再配置を行うべく所有している

特定の模倣不可能な能力」（Teece, 2009 邦訳，p. 

89）と定義されるダイナミックケイパビリティ

とアジリティに関連性があることを示唆する研

究もみられる（Raman, and Bharadwaj, 2017; 

齊藤他，2021）。

　以上がウォーターフォールとアジャイルの特

徴であるが，ここで注意しておきたいのが，全

てのプロジェクトがアジャイルに向いているわ

けではなく，外部環境やプロジェクトの性質な

どを考慮しながら，ウォーターフォールとア

ジャイルの適切な選択が求められるということ

である。先行研究では，とりわけ市場新規性が

高まるとアジャイルが利用されやすいとの指

摘がある（今仁・中野，2017）。また，近年で

は，ウォーターフォールとアジャイルの特徴を

組み合わせたハイブリット型プロジェクト（以

下，ハイブリッド）に関する研究も蓄積されて

おり，たとえばウォーターフォールとアジャイ

ルの技法の組み合わせや，プロジェクトのある

フェーズではアジャイルで進め次フェーズでは

ウォーターフォールに切り替える（もしくは

逆のパターン）といったような，フェーズご

とに方式を切り替える議論が進んでいる（Co-

pola Azenha et al., 2021, Reiff and Schlegel, 

2022）。

（2）両利きの経営とウォーターフォールおよび

アジャイル

　ウォーターフォールとアジャイルの特徴を踏

まえると，両利きの経営における深化と探索と
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どのような繋がりがあるだろうか。この点につ

いて，前節で触れた深化と探索の定義を参考と

しながら検討していく。具体的には，両利きの

経営における深化にはウォーターフォールが，

探索にはアジャイルが貢献できるのではないか

と推察される。なぜなら，March（1991）や

O’Really and Tushman（2016 邦訳）に基づく

と，深化は予測可能性，安定性，洗練，効率性，

バラツキの削減などの言葉で表現されるが，こ

れらは予測に基づく詳細計画を段階的に策定

し，できる限り不確実性を低減させた上で，計

画の効率的な実現を目指すウォーターフォール

を連想させるからである。また，変化，リスク

テイク，柔軟性，スピード，バラツキのある環

境との言葉で表現される探索は，不確実性を享

受しながら計画の変更を前提とし，変化への柔

軟かつ迅速な対応により新たな価値の創出を目

指すアジャイルを連想させるのではないだろう

か。今仁・中野（2017）による市場新規性が高

まるとアジャイルの利用が促進されるとの実証

結果からも，アジャイルが探索の組織能力と親

和性が高いといえるだろう。

　次に，両利きの実現方法の観点から，ウォー

ターフォールおよびアジャイルとの接点を探り

たい。両利きの実現方法には，構造的両利き，

連続的両利き，文脈的両利きのアプローチがあ

るため，これらのアプローチを踏まえながら考

察する。一つ目に，プロジェクト型企業におけ

る構想的両利きとは，ウォーターフォールとア

ジャイルでチームを分け，異なる意思決定の基

準やコントロールシステムによるダブルスタン

ダードの下，両者を同時に進めることと捉える

ことができる。ウォーターフォールではプロ

ジェクトマネジャーが配置されるのに対して，

アジャイルではスクラムマスターやプロダクト

オーナーが配置され，それぞれ役割が異なる（山

北，2019）。さらには，両者では求められるリー

ダーシップのスタイルも異なるとの指摘がなさ

れているため（Gren and Ralph, 2022），ウォー

ターフォールとアジャイルでチームを分け，深

化と探索に取り組む構造的両利きの考え方は馴

染みやすいといえるだろう。二つ目に，連続的

両利きとは，ウォーターフォールで経験を積ん

だチームが，次のプロジェクトからアジャイル

に切り替えるといったことが考えられる。ま

た，ハイブリッドのプロジェクトでは，プロ

ジェクトのあるフェーズではアジャイルで進め

次フェーズではウォーターフォールに切り替え

る（もしくは逆のパターン）といった方式が採

ら れ る が（Copola Azenha et al., 2021, Reiff 

and Schlegel, 2022），この進め方も連続的両利

きと捉えることができるかもしれない。三つ目

に，文脈的両利きとの接点として，先行研究で

はアジャイルマインドセット
13に関する議論が

進められている（Eilers et al., 2022）。組織に

アジャイルのマインドセットが浸透しアジリ

ティが醸成されれば，ウォーターフォールでも

状況に応じてアジャイルのように進めるといっ

た，個人レベルでの文脈的両利きにつながるの

ではないだろうか。ただし，この点に関しては

更なる検討が必要である。

　では，ウォーターフォールによる深化，ア

ジャイルによる探索を通じた両利きの経営を実

現させるためにはどうすればよいだろうか。以

降では，O’Reilly and Tushman（2016 邦訳）

が示した両利きの経営を実現させるための 4 つ

の要素を踏まえて検討を加える。4 つの要素と

は，戦略的意図，経営陣の関与と支援，両利き

のアーキテクチャ，共通のアイデンティティを

指す。まず，戦略的意図とは，「探索と深化が

必要であることを正当化する明確な戦略的意

図。探索ユニットが競争優位を築くために利用

可能な組織能力や資産を明確にすることも含ま

れる」（O’Reilly and Tushman, 2016 邦訳，p. 

282）と定義される。すなわち，プロジェクト

型企業を前提とすると，戦略的になぜ深化と探

索の組織能力が求められているか，そのために

アジャイルもしくはウォーターフォールによっ

てどのような成果を出したいかを明らかにする

ことと捉えることができる。次に，経営陣の関

与と支援とは，「新しいベンチャーの育成と資

金供給に経営陣が関与し，監督し，その芽を摘

もうとする人々から保護すること」（O’Reilly 

and Tushman, 2016 邦 訳，p. 283） を 意 味 し
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ている。深化を担うアジャイルの取り組みは，

ウォーターフォールよりもリスクが高くコスト

が掛かるため，成果が出ない時期にも経営陣が

積極的に支援することが求められるといえるだ

ろう。さらに，両利きのアーキテクチャとは，

「ベンチャーが独自に組織構造面で調整を図れ

るように，深化型事業から十分な距離を置くと

ともに，企業内の成熟部門が持つ重要な資産や

組織能力を活用するのに必要な組織的インター

フェースを注意深く設計すること。これには，

どの時点で探索ユニットを打ち切るか，あるい

は，組織に再編入するかに関する明確な判断基

準も含まれる」（O’Reilly and Tushman, 2016

邦訳，p. 283）と表され，換言するならば分離

と統合を促すことと解釈できる。つまり，深化

を担うウォーターフォールと探索を担うアジャ

イルのチームをそれぞれ独立させるとともに，

両者間で資源や組織能力を活用するための調整

を図りやすくすることが必要とされるというこ

とである。なお，この統合に関して他の先行研

究では，深化と探索のユニットの調整さらには

結同を支援するための第 3 のユニットの設置が

提案されおり（長内，2006），この提案をプロ

ジェクト型企業に当てはめるならば，Project 

Management Office（PMO）
14 がその役割を担

うと期待されるのではないだろうか。最後に，

共通のアイデンティティとは，「探索ユニット

や深化ユニットにまたがって共通のアイデン

ティティをもたらすビジョン，価値観，分化」

（O’Reilly and Tushman, 2016 邦 訳，p. 283）

を指す。経営理念やトップメッセージによっ

てアイデンティティを共有することができれ

ば，探索を担うアジャイルが組織内で邪魔，お

遊び，貴重な資源の浪費とみなされることもな

く，ウォーターフォールとの調整も捗ると思わ

れる。以上が 4 つの要素であり，O’Reilly and 

Tushman（2016 邦訳）は，両利きの経営がう

まくいかない場合には 4 つのうち 1 つ以上がか

けていると指摘している。

（3）ウォーターフォールとアジャイルを支援す

るMCS

　ウォーターフォールが深化を担い，アジャイ

ルが探索を担うという関係性を踏まえ，両者を

支援する MCS について検討する。具体的には，

両利きの経営と MCS に関する先行研究に倣

い，MCS の発展的概念として Simons が提唱

する MCP のフレームワークを援用し，ウォー

ターフォールおよびアジャイルと 4 つのシステ

ムについて考察する。

　まず，ウォーターフォールでは，予測に基づ

く綿密な計画を段階的に立案することで，不確

実性をできる限り低減させ，効率性を重視しな

がら当初の計画の実現を目指すことが求められ

る。これらの特徴を踏まえると，ウォーター

フォールにおいては，予算管理や PBSC など

を診断型コントロールシステムとして機能させ

ることで，プロジェクトマネジャーあるいはメ

ンバーに財務あるいは非財務指標を用いた計画

からの逸脱へ注意を向け，差異の是正を通じて

計画の遵守を促すことが期待されるのではない

だろうか。プロジェクト型企業を対象とした先

行研究では，新規性や複雑性が比較的低いプロ

ジェクトにおける診断型コントロールの有効性

が実証されており（Sakka et al., 2013），ウォー

ターフォールを前提とした事例研究も蓄積され

つつある（齊藤他，2023）。また，両利きの経

営の文脈でも，深化的な取り組みに対する診断

型コンロールシステムの貢献が示唆されること

から（Bedford, 2015; McCarthy and Gordon, 

2011），これらの議論を踏まえると，ウォーター

フォールでは診断型コントロールシステムが機

能すると想定される。

　次に，アジャイルでは，不確実性を享受しな

がら計画の変更を前提とし，変化への柔軟かつ

迅速な対応により新たな価値の創出を目指す

ことが求められる。これらの特徴を踏まえる

と，アジャイルにおける予算管理や PBSC は，

ウォーターフォールのように差異への注意を促

すことを目的とした診断型コントロールシステ

ムとして利用されるのではなく，財務あるいは

非財務情報によって不確実性に対する対話を生



プロジェクト型企業における「両利きの経営」を支援するMCS（齊藤　毅）

13CHUKYO KEIEI KENKYU Vol.34 No.1

み出すための双方向型コントロールシステムと

して利用されるのではないだろうか。診断型コ

ントロールシステムは，不確実性が高く柔軟性

が求められる環境下においては，その有効性を

発揮することが難しいことが示唆されている

（Abernethy and Lillis, 1995; Abernethy and 

Brownell, 1997）。それに加えて，プロジェク

ト型企業を対象とした先行研究において，新規

性や複雑性が高いプロジェクトに対する双方向

型コントロールの有効性が実証されていること

（Sakka et al., 2013），両利きの経営と MCS の

文脈において，探索的な取り組みに対する双

方向型コントロールシステムの貢献が示唆さ

れていること（Bedford, 2015; McCarthy and 

Gordon, 2011; Ylinen and Gullkvist, 2014），

さらにはアジャイルの成功要因としてコミュニ

ケーションが指摘されていることを踏まえると

（Lindvall et al., 2002），アジャイルでは双方向

型コントロールシステムが機能すると想定され

る。

　さらに，組織の基盤システムとして，社内規

定やルール，あるいは組織的に定められた手順

を通じた事業倫理境界システムが機能すること

で，ウォーターフォールとアジャイルのどちら

の方式を採用すべきかの適用判断や計画および

実行段階での意思決定が容易となると考えられ

る。たとえば，齊藤他（2023）では，プロジェ

クトの新規性や不確実性，技術的な難易度，戦

略面での重要性，プロジェクトに従事する人員

の能力や経験などを考慮しながら，部門横断的

な組織合意の下でウォーターフォールとアジャ

イルの適用判断が下されていた。そして，この

事業倫理システムは，アジャイルよりもウォー

ターフォールにおいて，診断型コントロールシ

ステムと併用されながら，その機能を発揮する

可能性が高いと思われる。なぜなら，Simons

のフレームワークでは，4 つのシステムは単体

としてだけでなく他のシステムと相まって機能

し，なかでも事業倫理境界システムは診断型コ

ントロールシステムと組み合わさることで，組

織における制約を設け秩序の遵守を保証するた

めの「陰」の力を働かせるシステムとして位置

付けられるからである（Simons, 1995 邦訳）。

システムの併用は他の MCP フレームワークの

研究でも指摘されている（Malmi and Brown, 

2008; Gschwantner and Hiebl, 2016）。 ま た，

事業倫理境界システムと診断型コントロールシ

ステムの併用は深化的な取り組みを支援するこ

とが，両利きの経営の文脈でも事例に基づき示

唆されている（McCarthy and Gordon（2011）。

これらの議論に基づくと，ウォーターフォール

において両システムが機能する可能性は高いと

いえるだろう。

　加えて，組織の基盤システムとして，経営

理念やトップメッセージによって醸成された

組織文化による信条システムが機能すること

で，プロジェクトマネジャーやメンバーに対す

る自律的な問題解決や価値創造のための新たな

アイデア創出を動機づけることができる。組織

文化については，ルールの遵守を徹底するよ

うな文化が醸成されている場合は，深化的な

取り組みを支援することも想定されるだろう

（Gschwantner and Hiebl, 2016）。しかしなが

ら，それ以上にアジャイルのような探索的な取

り組みにおいて，双方向型コンロロールシステ

ムと併用されながら，その機能を発揮する可能

性が高いと推察される。なぜなら，Simons の

フレームワークでは，信条システムは双方向型

コントロールシステムと相まることで，創造

的な探究や拡張に向けた情報共有と学習を掻

き立てるための「陽」の力を働かせるシステ

ムとして位置付けられるからである（Simons, 

1995 邦訳）。双方向型コントロールシステムの

利用は診断型コントロールシステムよりもコス

トが掛かることから（Sakka et al., 2013），継

続的に利用するためには，経営層を含めてそ

れを良しとする組織文化の醸成が不可欠であ

り，そういった意味からも信条システムとの併

用が求められるのではないだろうか。また，信

条システムと双方向型コントロールシステムの

有効性が，プロジェクト型企業を対象とした研

究や両利きの文脈でも示唆されていることを

踏まえると（Canonico and Söderlund, 2010; 

McCarthy and Gordon, 2011; Sakka et al., 
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2013），アジャイルにおいて両システムが機能

する可能性は高いと考えられる。

　以上をまとめると，深化を担うウォーター

フォールでは，診断型コントロールシステムに

よる業績指標を用いた計画の遵守により当初戦

略の実現への貢献が期待され，探索を担うア

ジャイルでは，不確実性に対応するために双方

向型コントロールシステムにより対話が繰り返

され，計画変更のなかで生み出された新しいア

イデアを組織学習と新戦略の創発へ繋げること

が期待される。そして，それらのシステムを継

続的に機能させるためには，組織の基盤となる

信条システムと事業倫理境界システムを組み合

わせて機能させる必要があると考えられる。具

体的には，中核的な価値を表す経営理念やトッ

プメッセージなどにより組織の方向性を提示し

ながら組織文化を醸成し，リスクを避けるため

に社内規程などにより行動範囲や手順を明確化

する。そうすることで，信条システムと双方向

型コントロールシステムによる「陽」のシステ

ム，事業倫理境界システムと診断型コントロー

ルシステムによる「陰」のシステムを機能させ

ながら，プロジェクト型企業におけるウォー

ターフォールとアジャイルを通じた両利きの経

営の実現を目指すのではないだろうか。なお，

Simons（1995 邦訳）は，「陽」と「陰」のシ

ステム間における相互作用がダイナミックテン

ションを調整すると指摘した。ダイナミックテ

ンションについては，両利きの経営の文脈でも

議論されていることから（Bedford, 2015），先

行研究を踏まえるとウォーターフォールとア

ジャイルのシステム間の相互作用が想定される

だろう。以上の議論を踏まえ，プロジェクト型

企業におけるウォーターフォールとアジャイ

ル，深化と探索，4 つのシステムの関係性を図

表 3 に示す。

５．むすび

　本稿では，近年のプロジェクトマネジメント

領域で議論されているウォーターフォールとア

ジャイルの分類を踏まえながら，文献レビュー

に基づきプロジェクト型企業における両利きの

経営を支援する MCS について検討した。具体

図表 3：ウォーターフォール（深化）とアジャイル（探索）を支援する 4つのシステム
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5. むすび 

本稿では、近年のプロジェクトマネジメント領域で議論されているウォーターフォール
とアジャイルの分類を踏まえながら、文献レビューに基づきプロジェクト型企業における
両利きの経営を支援する MCSについて検討した。具体的には、本稿から得られた含意とし
て、プロジェクト型企業では、ウォーターフォールが深化の組織能力の獲得に貢献し、ア
ジャイルが探索の組織能力の獲得に貢献する可能性が示唆された。それとともに、MCS の
発展的概念として Simons が提唱する MCP のフレームワークを援用し、4 つのシステムにお
ける診断型コントロールシステムと事業倫理境界システムがウォーターフォール、双方向
型コントロールシステムと信条システムがアジャイルにおいて中心的に機能する関係性が
見出された。両利きの経営は、近年の管理会計領域で注目されているテーマである。先行
研究では、両利きの経営と MCP に関する事例や実証研究が多く（Bedford, 2015; Bedford et 

al., 2019; Gschwantner and Hiebl, 2016; McCarthy and Gordon, 2011; Ylinen and Gullkvist, 2014; 窪
田他, 2022; 在間, 2018）、その中にはプロジェクトを対象とした研究も見られる（Ylinen and 

Gullkvist, 2014）。しかしながら、本研究のようにウォーターフォールとアジャイルを絡め
た議論には至っていないため、両者の分類を踏まえた上で 4 つのシステムの関係性を考察
した点に本稿の意義があると思われる。Gschwantner and Hiebl（2016）によれば、高いレベ
ルでの両利きを実現させるためには、特定のコントロールシステムが、どのような条件下
において探索、深化、あるいはその両方をより促進するかについて、深く理解する必要が
あるため、この問題提起に対して示唆を与えることができたのではないだろうか。 

一方で、本稿には三つの課題がある。一つ目は、Simons が提唱する MCP のフレームワ
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的には，本稿から得られた含意として，プロ

ジェクト型企業では，ウォーターフォールが深

化の組織能力の獲得に貢献し，アジャイルが探

索の組織能力の獲得に貢献する可能性が示唆さ

れた。それとともに，MCS の発展的概念とし

て Simons が提唱する MCP のフレームワーク

を援用し，4 つのシステムにおける診断型コン

トロールシステムと事業倫理境界システムが

ウォーターフォール，双方向型コントロールシ

ステムと信条システムがアジャイルにおいて中

心的に機能する関係性が見出された。両利きの

経営は，近年の管理会計領域で注目されている

テーマである。先行研究では，両利きの経営と

MCPに関する事例や実証研究が多く（Bedford, 

2015; Bedford et al., 2019; Gschwantner and 

Hiebl, 2016; McCarthy and Gordon, 2011; 

Ylinen and Gullkvist, 2014; 窪田他，2022; 在

間，2018），その中にはプロジェクトを対象と

した研究も見られる（Ylinen and Gullkvist, 

2014）。しかしながら，本研究のようにウォー

ターフォールとアジャイルを絡めた議論には

至っていないため，両者の分類を踏まえた上

で 4 つのシステムの関係性を考察した点に本稿

の意義があると思われる。Gschwantner and 

Hiebl（2016）によれば，高いレベルでの両利

きを実現させるためには，特定のコントロール

システムが，どのような条件下において探索，

深化，あるいはその両方をより促進するかにつ

いて，深く理解する必要があるため，この問題

提起に対して示唆を与えることができたのでは

ないだろうか。

　一方で，本稿には三つの課題がある。一

つ 目 は，Simons が 提 唱 す る MCP の フ レ ー

ムワークに限定した議論に終始した点であ

る。たとえば，Malmi and Brown（2008）や

Merchant and Van der Stede（2007）などが

提唱する MCP のフレームワークを援用するこ

とで，本稿とは違った発見が得られるかもしれ

ない。二つ目は，論文のレビュー方法の厳格化

である。今回の調査では，Google Scholar や

EBSCOhost などを利用して論文を収集した。

その際には，できる限り査読付き論文や引用件

数の多い代表的な著書，もしくはそれらの論文

や著書で示された参考文献リストを活用しなが

ら収集した。しかしながら，それらの収集した

文献に対して，基準を設けて厳密にスクリーニ

ングしたわけではない。近年では，システマ

ティックレビューに基づく文献研究も散見さ

れるため（Lavia Lòpez and Hiebl, 2015; 牧野，

2020），それらを参考とすることでより精緻な

議論が可能になると考えられる。三つ目は，経

験的研究の不足である。本研究で得られた示唆

は，あくまでも文献レビューに基づき明らかと

なったものである。得られた含意は，ヒアリン

グやアンケート調査などによる経験的証拠を揃

えた上で，さらに検討を重ねることが期待され

る。
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注

1 　EVM とは，予算・実績・出来高の指標を用

いながら，プロジェクトのコストとスケジュー

ルを統合的に管理するための技法である。出来

高とは，予算に実際のプロジェクトの進捗度を

乗じて算出される。EVM の差異分析では，予

算と出来高の差をスケジュール差異，出来高と

実績の差をコスト差異として算出する。詳細は，

日本プロジェクトマネジメント協会（2014）を

参照されたい。

2 　予算スラックとは，「予算として承認された原

価が最低限必要な原価を超える額および最適な

達成可能収益が予算収益を超える額とからなる

もの」（小菅，1997, p. 185）と定義され，一般的

には予算の水増しという否定的な現象を説明す

るための概念として理解される（志村，2010）。

3 　プログラムとは，「組織戦略の実現などの目的

達成のために複数のプロジェクトを有機的に組

み合わせた統合的な活動」（日本プロジェクトマ

ネジメント協会，2014, p. 28）を意味する。

4 　Simons を代表的フレームワークとする理由
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は，Martyn et al.（2016） や 庵 谷（2017） に

依 拠 す る。Martyn et al.（2016） は，1990 ～

2014 年に Simons を援用した経験的研究 45 本を

レビューし，直近 10 年間で研究数が増加傾向に

あると主張した。また，庵谷は，Simons のフレー

ムワークは一時的なトレンドではなく，現在で

もなお多くの研究者の関心を集め，とりわけ定

性的な事例研究で援用される傾向が強いと指摘

している。

5 　多義性とは，物事に対する参加者ごとの解釈

の違いを意味している。多義性は，ユーザーの

ニーズに対する多義性と，技術的な複雑さに対

する多義性に分類される（Sakka et al., 2016）。

6 　トップマネジメントチームの行動的統合とは，

メンバー間の協力的行動，情報交換，共同意思

決定から構成される（Lubatkin et al., 2006）。

7 　Birkinshaw and Gibson（2004）における組

織コンテクストの定義は，規律，伸長，支援，

信頼の 4 つの属性から組織コンテクストを定義

した Ghoshal and Bartlett（1994）に依拠して

いる。

8 　山岡（2015）は，文脈的両利きについて，厳

密にいえば個人が深化と探索に同時に取り組む

ことは難しく，両者のタイミングは区分される

と指摘している。しかしながら，この点を踏ま

えた上で文脈的両利きを同時的な両利きと位置

付けている。

9 　有機的コントロールとはメンバー間のコミュ

ニケーションや協力関係により柔軟性や即応性

を高め，機械的コントロールとは計画からの逸

脱を統制することを目的としているが（Ylinen 

and Gullkvist, 2014），Simons のフレームワー

クに置き換えると，前者が双方向型コントロー

ルシステム，後者が診断型コントロールシステ

ムと類似性があると思われる。

10　業績・報酬リンクとは金銭的報酬と事業業績

との関連性，オープンブックマネジメントとは

設計・開発や製造現場に会計情報が適切に開示・

利用されている状況，ゼロディフェクト志向と

は設計・開発や製造段階において費用を惜しま

ずに高品質を追求する傾向，計数管理とは実際

原価情報や物量情報を用いた原価管理の重要度

を示している（吉田他，2015）。

11　Beck et al.，アジャイルソフトウェア開発宣言，

https://agilemanifesto.org/iso/ja/manifesto.

html，2024 年 7 月 26 日最終アクセス。

12　富士通株式会社，アジャイル開発とは（前編），

https://www.fujitsu.com/jp/services/agile/

featurestories/about-agile-01.html，2024 年 7

月 26 日最終アクセス。

13　Eilers et al.（2022）によれば，アジャイル

マインドセットとは，学習意欲を有する態度

（attitude towards learning spirit），協力的な交

流に対する態度（attitude towards collaborative 

exchange），権限を与えられた自己主導に対

す る 態 度（attitude towards empowered self-

guidance），顧客との共創に対する態度（attitude 

towards customer co-creation）から構成される。

14　PMO とは，「組織内で同時並行的に遂行さ

れる複数のプロジェクトを円滑に進めることに

よって，組織の全体最適を実現すること」（日本

プロジェクトマネジメント協会，2014，p. 467）

を目的とした，プロジェクトの統合を横断的に

支援するユニットを意味する。


